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明 細 書

発明の名称 ：微生物由来還元性混合物

技術分野

[0001 ] 本発明は、微生物等に過熱水蒸気処理を施すことにより得られた微生物材

料過熱水蒸気処理物と、過熱水蒸気処理 していない微生物等と、を含む微生

物由来還元性混合物に関する。

背景技術

[0002] フスマ、米ぬか等の農産副産物を有機栄養源として行う土壌還元消毒法は

、高温期の地温を利用 して湛水条件下で実施されており、微生物の増殖によ

り酸化還元電位を低下させ土壌病原菌を消毒する手法である。ここで、通常

の土壌還元消毒法では、フスマ、米ぬか等の有機物を 1 O a あたり 1 でから

t も投入する必要があるため、多大な労力が必要となり農家の負担となつ

ている。更に、土壌還元消毒法に使用されるフスマ、米ぬか等の有機物の価

格は高騰 しており、土壌還元消毒法の実施に当たって、コス ト面での負担も

増加 している。このような理由から、フスマ、米ぬか等の有機物以外で土壌

を還元することのできる資材が求められている。

[0003] ところで、ビール工場等の食品製造工場から排出される廃酵母は、酵母ェ

キスや酵母製剤の原料、家畜の飼料、肥料等として用いられる他は、焼却等

の廃棄処理がなされている。また、酵母エキスを抽出した後に残る酵母細胞

壁は、一部が健康食品、家畜用の飼料などに利用されているものの、他は主

に廃棄されている。

しかしながら、これらの微生物由来材料の廃棄処理には、処理場への輸送

費や処理コス トがかかる。また、従来知られている酵母由来の上記の食品、

飼料、肥料等では、廃酵母の発生量に対する利用量等に限界があり、廃酵母

を付加価値の高い製品として提供可能な新たな用途が求められていた。

廃酵母を利用 した新たな用途としては、例えば、国際公開第 2 0 1 0 / 1

0 4 9 7 号公報に、微生物又は微生物の成分を、酸素非存在下で過熱水蒸



気処理をすることを特徴とする0 m V 以下の酸化還元電位を有する微生物由

来還元性混合物の製造方法が開示されている。

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0004] 国際公開第 2 0 1 0 / 0 4 9 7 号公報の製造方法により得 られる還元

性物質は還元性であるため、主に農業分野において圃場の土壌等に混合 した

場合でも、細胞内の酸化還元電位に近い酸化還元電位で諸々の物質を導入で

きるため、導入された物質の機能性を高めることが可能であるという優れた

性質を有する。ここで、国際公開第 2 0 1 0 / 0 4 9 7 号公報に記載の

発明を基礎として、更に還元性の改良された微生物由来還元性混合物を提供

することが求められていた。

課題を解決するための手段

[0005] 本発明の発明者 らは、上記の課題に鑑み、鋭意研究を行った。その結果、

微生物等に過熱水蒸気処理を施すことにより得 られた微生物材料過熱水蒸気

処理物と、過熱水蒸気処理を施 していない微生物等と、を含む微生物由来還

元性混合物が、従来知られていた微生物材料過熱水蒸気処理物に比 して、更

に優れた還元性を有することを見出し、本発明を完成するに至った。

具体的には、本発明は、微生物又は微生物の成分に、過熱水蒸気処理を施

すことにより得 られた微生物材料過熱水蒸気処理物と、過熱水蒸気処理を施

していない微生物又は微生物の成分と、を含む微生物由来還元性混合物を提

供する。

発明の効果

[0006] 本発明の微生物由来還元性混合物は、還元性を有する上記微生物材料過熱

水蒸気処理物を含有するので、微生物由来還元性混合物を圃場の土壌等に混

合 した場合、細胞内の酸化還元電位に近い酸化還元電位で諸々の物質を導入

できるため、導入された物質の機能性を高めることができる。特に、本発明

の微生物由来還元性混合物は、上記微生物材料過熱水蒸気処理物と、過熱水



蒸気処理 していない微生物等とを組み合わせて使用するので、これらの物質

を組み合わせることによる相乗効果により、より還元性に優れた微生物由来

還元性混合物を提供することができる。

発明を実施するための形態

[0007] 以下、本発明について詳細に説明する。

[0008] < 微生物由来還元性混合物>

本発明の微生物由来還元性混合物は、微生物又は微生物の成分に、過熱水

蒸気処理を施すことにより得 られた微生物材料過熱水蒸気処理物と、過熱水

蒸気処理を施 していない微生物又は微生物の成分と、を含む。

[0009] [微生物材料過熱水蒸気処理物]

本発明において使用される微生物材料過熱水蒸気処理物は、微生物又は微

生物の成分を、所定の条件下で過熱水蒸気処理することにより得 られるもの

である。

過熱水蒸気処理に供するために用いられる微生物としては、特に限定され

るものではなく、従来公知の微生物材料を用いることができるが、肥料、飼

料、飲食品、サプリメン ト、薬剤等の用途に用いた場合においても安全性が

高く、且つ消費者等にも受け入れられやすいことが予測されることから、酵

母を使用することが好ましい。酵母としては、微生物材料過熱水蒸気処理物

を製造するために培養されたものであってもよいが、廃物利用及び廃棄物の

廃棄コス ト低減の観点から、 ビール、清酒、味噌、醤油等の醸造産業におい

て排出される余剰廃棄物として得 られる酵母を用いることが好ましい。

微生物として酵母を使用する場合、酵母全体を利用 してもよいし、酵母抽

出物や、酵母抽出物を製造する際に生成する酵母の細胞壁を使用 してもよい

。これらの酵母及び酵母の成分は、泥状のもの、圧搾 して水分を減 らしたも

の、乾燥 して更に水分を減 らしたもの、粉状のもの、液中に懸濁させたもの

等どのようなものであってもよい。具体的に、好ましい酵母又は酵母の成分

としては、泥状 ビール酵母、圧搾 ビール酵母、乾燥 ビール酵母、 ビール酵母

懸濁液、乾燥酵母細胞壁、酵母細胞壁懸濁液、及びビール酵母含有無機物等



を挙 げる ことがで きる。

[001 0] 本 発 明 において微 生物材料過熱水蒸気処理物 を提供 す る際 に使 用 され る過

熱水蒸気 とは、 1 0 o °c 以上 の高温 の水蒸気 を指 す。特 に、本発 明 において

は、過熱水蒸気処理 とは、 好 ま しくは 1 2 0 °C 以上 2 2 0 °C 以 下、 よ り好 ま

しくは 1 5 0 °C 以上 2 0 °C 以 下の過熱水蒸気で行われ る処理 を指 す。 また

、過熱水蒸気処理 の際の圧力 は、 好 ま しくは 0 . 9 M P a 以上 1 . 9 M P a

以 下、 よ り好 ま しくは 1 . 2 M P a 以上 1 . 8 M P a 以 下であ る。特 に、圧

力 0 . 9 M P a 以上 1 . 9 M P a 以 下且 つ 1 2 0 °C 以上 2 2 0 °C 以 下で行わ

れ る過熱水蒸気処理 が好 ま しく、 0 . 9 M P a 以上 1 . 9 M P a 以 下且 つ 1

5 0 °C 以上 2 0 °C 以 下で行われ る過熱水蒸気処理 が よ り好 ま しく、 1 . 2

M P a 以上 1 . 8 M P a 以 下且 っ 1 5 0 °C 以上 2 1 0 °C 以 下で行われ る過熱

水蒸気処理 が更 に好 ま しい。

[001 1] [ 微 生物又 は微 生物 の成分 ]

本発 明の微 生物材料還元性混合物 に添加 す る ことがで きる、過熱水蒸気処

理 を施 していない微 生物又 は微 生物 の成分 と しては、基本 的 には、微 生物材

料過熱水蒸気処理物 を提供 す るため に用 い られ る微 生物又 は微 生物 の成分 と

同様 の もの を利用す る ことがで きる。

即 ち、微 生物 と しては、酵母 を使 用す る ことが好 ま しく、 その場合、酵母

全体 を利用 して もよい し、酵母抽 出物 や、酵母抽 出物 を製造 す る際 に生成 す

る酵母 の細胞壁 を使 用 して もよい。 これ らの酵母 及び酵母 の成分 は、泥状 の

もの、圧搾 して水分 を減 ら した もの、乾燥 して更 に水分 を減 ら した もの、粉

状 の もの、液 中に懸濁 させた もの等 どの よ うな ものであ って もよ く、具体 的

には、泥状 ビール酵母、圧搾 ビール酵母、乾燥 ビール酵母、 ビール酵母懸濁

液、乾燥酵母細胞壁、酵母細胞壁懸濁液、 及び ビール酵母含有無機物等 を挙

げる ことがで きる。

[001 2] [ 微 生物材料過熱水蒸気処理物 の含有量 ]

本発 明の微 生物 由来還元性混合物 においては、微 生物材料過熱水蒸気処理

物 の含有量 が、微 生物材料過熱水蒸気処理物 及び過熱水蒸気処理 を施 してい



ない微生物又は微生物の成分の合計量に対 して、 1 6 質量％以上 6 0 質量％

以下であることが好ましい。微生物材料過熱水蒸気処理物と、過熱水蒸気処

理を施 していない微生物又は微生物の成分とを、この混合比率で混合するこ

とにより、微生物由来還元性混合物の酸化還元電位が相乗的に低下 し、より

酸化還元電位の低い微生物由来還元性混合物を提供することができる。

[001 3] [微生物由来還元性混合物の特徴]

次に、本発明の微生物由来還元性混合物の有する特徴について、以下に説

明する。

通常、好気呼吸を行う真核生物の酸化還元電位は、 _ 1 8 0 m V 前後であ

る。本発明の微生物由来還元性混合物は、水中等に投入された場合に低い酸

化還元電位を有する成分を多く含むので、植物等を構成する細胞との親和性

に優れ、酵母由来成分を植物等に対 して有効に作用させることができる。

また、本発明の微生物由来還元性混合物は、好ましくはビール酵母等を原

料としているため、原料の品質安定性が確保できると共に、 ビール酵母由来

の廃棄物の高付加価値商品への転換が期待できる。

[0014] 本発明の微生物由来還元性混合物を農業分野で利用する場合、これまでそ

の有効性が示されている酵母由来成分を還元型で製造 し、農作物の細胞内の

酸化還元電位に近い酸化還元電位を有する状態で土壌に導入できるため、酵

母由来成分が農作物に及ぼす効果を高めることができる。このため、微生物

由来還元性混合物の利用により、生育促進、収量増加、植物の病害への抵抗

性の向上等の効果を得ることができる。

また、本発明の微生物由来還元性混合物は、その還元性を利用 して、土壌

消毒技術として注目されている湛水還元技術に使用することができる。湛水

還元技術は、水田のようにして圃場に水を張ることにより、水面下の土壌を

還元状態にして土壌中の病害菌を減少させる方法であるが、大量の水が必要

であること、長期間に亘り圃場に水を保持する必要があること、微生物を利

用するためにその利用が高温期のみに限定されることなどから、その汎用性

が乏 しかった。更に、湛水を行うことにより、かえって有害菌が蔓延する例



も知 られていた。

しか しなが ら、本発明の微生物 由来還元性混合物 を含む組成物 を湛水の際

に土壌改良剤組成物 と して使用することによ り、温度 に関係な く、土壌 中の

酸化還元電位 を _ 2 0 0 m V 以下の電位 に低下させることがで きる。即ち、

本発明の微生物 由来還元性混合物 は、土質改良剤組成物 を調製するために使

用することがで きる。土質改良剤組成物 を調製する場合、本発明の微生物 由

来還元性混合物 に加えて、通常、土壌改良に供 される腐植酸資材、ゼ才ライ

卜、珪藻土、珪酸 カルシウム、バ一 ミキユライ ト、及び ピ一 卜モス類 を含有

させてもよい。特 に、微生物 由来還元性混合物 に加えて珪藻土を混合するこ

とによ り、土質改良剤組成物の酸化還元電位 を効果的に低下させることがで

きる。 この土質改良剤組成物 を用いて土壌改良を行 うことによ り、生育促進

や収量増加等の効果 を見込む ことがで きる。

また、本発明の微生物 由来還元性混合物 は、植物病害抵抗性向上剤組成物

を調製するために使用することもで きる。上記植物病害抵抗性向上剤組成物

には、本発明の微生物 由来還元性混合物 に加えて、微生物 由来還元性混合物

の機能 を妨 げない範囲で、水溶性溶剤や界面活性剤等の成分 を配合すること

もで きる。植物病害抵抗性向上剤組成物 には、上記成分 に加えて、更に、ぺ

プチ ド、多糖類、糖 タンパ ク質、及び脂質か ら選ばれる、エ リシタ一活性 を

有する 1 種以上の物質を添加することがで きる。エ リシタ一活性 を有する物

質については、植物の種類 ごとに固有の物質が知 られてお り、対象 とする植

物の種類 に応 じて適宜選択すればよい。

更に、植物病害抵抗性向上剤組成物 には、植物成長調節剤 を添加すること

もで きる。

一般 に、生物 は、生育環境の酸化還元電位の影響 を受けることが知 られて

お り、酸化還元電位が高い環境 を好む生物 は好気的な環境 を好み、酸化還元

電位が低 い環境 を好む生物 は嫌気的な環境 を好む といいわれている。嫌気度

の高い環境 を好む生物 と して、有名なもの と しては、一般的に培地の酸化還

元電位が一 3 3 O m V 以下であることを要求するメタン菌 を挙 げることがで



きる。他にも、一般的な硝化細菌、脱窒菌、硝酸還元菌などは、低い酸化還

元電位の生育環境を要求する。一方、好気度の高い環境を好む生物としては

、ほぼ全ての動物、ほとんどの真菌類、Bac はLus属、Pseudomonas 属等の一部

の細菌類等を挙げることができる。

このように、生物にはそれぞれ、生育に好ましい酸化還元電位の領域があ

るため、土壌中の酸化還元電位を調整することにより、特定の微生物を活性

化させたり不活性化させたりすることができる。本発明の微生物由来還元性

混合物を用いて環境中の酸化還元電位を低く抑えることにより、好気的環境

を好む微生物の活性を抑制することができると共に、嫌気的環境を好む微生

物の活性を向上させることができる。

実施例

[00 16 ] 以下、本発明について、実施例を挙げて詳細に説明する。なお、本発明は

、以下に示す実施例に何ら限定されるものではない。

[00 17 ] < 製造例 1 ；微生物材料過熱水蒸気処理物の調製>

多目的材料変換システム （留萌バイオマスセンタ一設備）の暖気運転後に

補助水 5 0 0 L を投入し、下部温度が6 7 °C となったところで酵母細胞壁を

5 0 0 k g 投入 した。これを 1 0 分間混合 し、過熱水蒸気の投入を開始 した

。ヘッドスペースに過熱水蒸気を投入しながら水温を上昇させると共に、上

部排気バルブを開き、脱気操作を行うことで溶存酸素濃度を低下させた。圧

力 1 . 6 M P a 以上及び温度 1 8 0 Cの条件下で 1 0 分間処理 して微生物材

料過熱水蒸気処理物を得た。

[00 18 ] < 実施例 1 >

土壌 5 L に対 し、試料 1及び 2 、比較試料 1から3 の微生物由来組成物 0

. 5 L を混合 し、これを箱型の密閉容器に充填 した。それぞれを湛水状態と

して、 0 、 1、及び3 1時間後に土壌中の酸化還元電位を測定した。結果を

表 1 に示す。

試料 1 ：製造例 1の微生物材料過熱水蒸気処理物 5 0 質量部に酵母細胞壁

5 0 質量部を混合 したもの



試 料 2 ：製 造例 1 の微 生物 材 料 過 熱 水 蒸 気処理 物 5 0 質 量 部 に酵母 5 0 質

量 部 を混 合 した もの

比較 試 料 1 ：製 造例 1 の微 生物 材 料 過 熱 水 蒸 気処理 物

比較 試 料 2 ：酵母 細胞 壁

比較 試 料 3 ：酵母

[ 表 1]

[001 9] 表 1 よ り明 らか な よ うに、 微 生物 材 料 過 熱 水 蒸 気処理 物 と酵母 細胞 壁 又 は

酵母 を組 み合 わ せ る こ と に よ り、 微 生物 材 料 過 熱 水 蒸 気処理 物 、 酵母 細胞 壁

、 及 び酵母 をそれ ぞれ単 独 で使 用 した場 合 と比較 して も、 よ り低 い酸 化 還 元

電位 を実現 す る こ とが で きた。

[0020] < 実 施 例 2 >

土壌 5 L に対 し、 試 料 3 か ら 7 の微 生物 由来 組成 物 0 . 5 L を混 合 し、 こ

れ を箱 型 の密 閉容 器 に充填 した。 それ ぞれ を湛 水状 態 と して、 0 、 2 2 、 9

4 、 1 4 2 、 及 び 2 6 時 間後 に土壌 中の酸 化 還 元 電位 を測 定 した。 結 果 を

表 2 に示 す。

試 料 3 ：製 造例 1 の微 生物 材 料 過 熱 水 蒸 気処理 物 4 質 量部 に酵母 細胞 壁 9

6 質 量 部 を混 合 した もの

試 料 4 ：製 造例 1 の微 生物 材 料 過 熱 水 蒸 気処理 物 8 質 量部 に酵母 細胞 壁 9

2 質 量 部 を混 合 した もの

試 料 5 ：製 造例 1 の微 生物 材 料 過 熱 水 蒸 気処理 物 1 2 質 量 部 に酵母 細胞 壁

8 8 質 量 部 を混 合 した もの

試 料 6 ：製 造例 1 の微 生物 材 料 過 熱 水 蒸 気処理 物 1 6 質 量 部 に酵母 細胞 壁

8 4 質 量 部 を混 合 した もの



試料 7 ：製造例 1 の微生物材料過熱水蒸気処理物 2 0 質量部 に酵母細胞壁

8 0 質量部 を混合 したもの

[表2]

[0021 ] 表 2 か ら明 らかなように、微生物材料過熱水蒸気処理物 と酵母細胞壁 を混

合する場合 において、特 に微生物材料過熱水蒸気処理物 を使用する微生物材

料全量 に対 して 1 6 質量％か ら 5 0 質量％ とするとき、特 に好 ま しい結果が

得 られた。

[0022] < 実施例 3 >

北海道の トマ ト生産者圃場 において、試料 8 (酵母細胞壁 8 質量部、製造

例 1 の微生物材料過熱水蒸気処理物 2 質量部、珪藻土 9 0 質量部の混合物）

と、比較試料 4 (製造例 1 の微生物材料過熱水蒸気処理物 1 0 質量部、珪藻

土 9 0 質量部の混合物）を、 1 0 a あた り、 1 0 0 k g の割合で土壌 に混合

し、十分 に湛水 し、 ビニールシ一 卜で覆 って、平成 2 1 年 5 月 7 日よ り土壌

湛水試験 を行 った。試験開始後 7 日、 1 4 日、 2 1 日、及び 3 0 日において

、土壌 を採取 し、酸化還元電位 を測定 した。結果 を表 3 に示す。

[表 3 ]

表 3 か ら明 らかなように、酵母細胞壁、微生物材料過熱水蒸気処理物、及

び珪藻土の混合物 を使用 した場合、 よ り効果的に土壌の酸化還元電位 を低下

させることがで きた。



請求の範囲

微生物又は微生物の成分 に、過熱水蒸気処理 を施す ことによ り得 ら

れた微生物材料過熱水蒸気処理物 と、

過熱水蒸気処理 を施 していない微生物又は微生物の成分 と、 を含む

微生物 由来還元性混合物。

前記微生物材料過熱水蒸気処理物及び過熱水蒸気処理 を施 していな

い微生物又は微生物の成分の合計量 に対 して、前記微生物材料過熱水

蒸気処理物の含有量が 1 6 質量％以上 6 0 質量％以下である請求項 1

の微生物 由来還元性混合物。

更に、珪藻土を含有する請求項 1 又 は 2 の微生物 由来還元性混合物

[ 請求項4] 前記微生物が酵母である、請求項 1 か ら3 のいずれかの微生物 由来

還元性混合物。

[ 請求項 5] 前記微生物の成分が酵母抽出物である、請求項 1 か ら4 のいずれか

の微生物 由来還元性混合物。

[ 請求項 6] 前記微生物又は微生物の成分が、泥状 ビール酵母、圧搾 ビール酵母

、乾燥 ビール酵母、 ビール酵母懸濁液、乾燥酵母細胞壁、酵母細胞壁

懸濁液、及び ビール酵母含有無機物か らなる群か ら選ばれる少な くと

も 1 種 に由来する、請求項 1 か ら 5 のいずれかの微生物 由来還元性混

合物。

[ 請求項7] 微生物又は微生物の成分の過熱水蒸気処理が、 0 . 9 M P a 以上 1

. 9 M P a 以下、 1 5 0 °C 以上 2 1 0 °C 以下の過熱水蒸気を用いて行

われる、請求項 1 か ら 6 のいずれかの微生物 由来還元性混合物。
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